
 
 

 

 

 

提言 

 

超高齢社会における運動器の健康 

―健康寿命延伸に向けてー 

 

 

 

 

 

平成２６年（２０１４年）９月１日 

日 本 学 術 会 議 

臨床医学委員会 

運動器分科会 
 

  



i 
 

 この提言は、日本学術会議臨床医学委員会運動器分科会の審議結果を取りまとめ公表す

るものである。 

  

日本学術会議 臨床医学委員会 運動器分科会 

 

委員長 中村 耕三 （連携会員） 国立障害者リハビリテーションセンター総長 

副委員長 芳賀 信彦 （連携会員） 東京大学医学部リハビリテーション医学教授 

幹 事 吉村 典子 （連携会員） 東京大学医学部附属病院関節疾患総合研究講座 

特任准教授 

幹 事 西脇 祐司 （特任連携会員） 東邦大学医学部社会医学講座衛生学分野教授 

 髙戸 毅 （第二部会員） 東京大学大学院医学系研究科教授 

 田畑 泉 （第二部会員） 立命館大学スポーツ健康科学部長・教授 

 戸山 芳昭 （第二部会員）  慶應義塾常任理事・慶應義塾大学医学部教授 

 岩谷 力  （連携会員） 国立障害者リハビリテーションセンター顧問 

 岡田 保典 （連携会員） 慶應義塾大学医学部教授 

 越智 光夫 （連携会員） 広島大学学長特命補佐・整形外科教授 

 菊地 臣一 （連携会員） 福島県立医科大学理事長・学長 

 福林 徹 （連携会員） 早稲田大学スポーツ科学学術院教授 

 宮地 元彦 （連携会員） 独立行政法人国立健康・栄養研究所健康増進研究部長 

 

本提言の作成に当たっては、以下の職員が事務を担当した。 

事 務 局  中澤 貴生 参事官（審議第一担当） 

      伊澤 誠資 参事官（審議第一担当）付参事官補佐（平成26年3月まで） 

      渡邉 浩充 参事官（審議第一担当）付参事官補佐（平成26年4月から） 

草野 千香 参事官（審議第一担当）付審議専門職（平成26年4月まで） 

角田美知子 参事官（審議第一担当）付審議専門職（平成26年4月から） 

 

 



 

ii 
 

要       旨 

 

１ 作成の背景 

我が国は世界一の長寿国である。一方、出生数は減少し続けており、超少子高齢社会と

なっている。この社会の高齢化により、政治・経済から医学・医療、更に人の生き方にま

でパラダイムシフトが生じている。医療の面では慢性疾患が増加し、人はある程度、疾病・

障害と向き合って生きていく時代を迎え、健康寿命の概念が重要になっている。 

我が国の健康寿命は平均寿命との間に男性で９年、女性で 12 年以上の差があり、これ

は短くない期間である。運動器の障害はこの健康寿命を阻害し、要介護の原因の２割強を

占めている。運動器疾患の病理変化は 40 歳台からすでに始まっており、50 歳台以降に顕

在化し、要介護状態の原因となる。この事態は高齢社会になり明らかになった新しい課題

である。 

国は 2013 年度からの新たな「健康日本 21(第二次)」の中心的テーマに健康寿命の延伸

を掲げ、その数値目標の中に運動器に関連する項目を含めた。国および運動器の健康に携

わる領域は、一致してこの新しい課題に取り組み、国民が安心して豊かに暮らせるよう、

科学的根拠のもとに運動器の健康づくりに貢献する必要がある。 

運動器が健康で“動ける”ことは人の「意思の表現」であり、「尊厳」と「自立」の基

盤である。運動器の健康への対策は子どもから高齢者まで、あらゆるライフステージで重

要であるが、ここでは、特に喫緊の課題となっている中高年者における運動器の問題を取

り上げ、以下に提言として記載する。 

 

２ 現状及び課題 

(1)  運動器の健康に関する社会の認識 

運動器障害は健康寿命の主要な阻害原因であるが、これに対する社会の意識は低い。

例えば、「健康日本 21(第二次)」の中の数値目標の一つであるロコモティブシンドロー

ム（運動器症候群）の認知度は17.3％に過ぎない。超高齢社会では多くの人が人生の後

半に運動器障害に遭遇し、対策が必要となる。しかし、その認識が社会全体に不足して

いる。 

 

(2)  運動器学の現状 

人口の高齢化が運動器に及ぼす影響の重要性が表面化したのは平均寿命が急激に延

びたこの 30 年のことであり、新しい課題である。このためライフステージごとの評価

法や治療法、予防法などに関するエビデンスが不足しており、包括的研究が必要である。 

 

(3)  運動器の健康に関する研究支援 

運動器の健康の基盤をなす医学研究の推進が必須である。国は重要な医学研究につい

ては、対策室を設置し総合的な支援事業を実施すべきであるが、運動器疾患・障害につ



 

iii 
 

いては実施されておらず、特に疫学調査や介入研究などが不十分な状況にある。 

 

(4)  運動器の健康の維持・増進に向けた人材育成 

運動器疾患・障害の改善と予防には運動療法が有効である。しかし、多くの中高年者

ではすでに運動器の変性が始まっており、虚血性心疾患や糖尿病などの合併症を持つ人

も多いことから、適切に指導する必要がある。この需要は今後いっそう増えると予測さ

れるが、必要な人材が不足している。 

 

(5)  運動器の健康の維持・増進に向けた検診体制 

運動器の主な疾患である変形性膝関節症、変形性腰椎症、骨粗鬆症は、有病率が高く、

慢性の経過であり、また治療介入が可能であるなど、検診が有効であるための基本的な

要件を満たしている。しかし、介入の時期やその程度などについてのエビデンスは十分

ではない。 

 

(6)  運動器障害者（肢体不自由者）の身体活動低下に起因する健康障害 

身体障害のある人の数が増加している。運動器障害者は生活活動や運動が制限され、

慢性的に身体活動量が低下しがちで、肥満、メタボなどの健康障害を引き起こすことが

多い。しかし、運動器障害者の二次的健康障害について、エビデンスに基づく系統的な

取り組みは行われていない。この取り組みが効果を上げれば、肢体不自由以外の障害者

の身体活動低下による健康障害予防にも役立つことが期待できる。 

 

３ 提言の内容 

(1)  運動器の健康の重要性に関する社会への啓発活動をすすめるべきである 

国は、国民一人ひとりに運動器の健康の重要性を啓発し、人々の行動変容を促すため

の施策を講じる必要がある。 

 

(2)  運動器学に関する学問の推進をはかるべきである 

研究者は、包括的研究を推進するために、医学、薬学、看護学、スポーツ科学、栄養

学、疫学などの広範な連携によって運動器学を確立していく必要がある。 

 

(3) 健康寿命の延伸に向けた運動器学の総合的研究支援体制を構築すべきである 

国は、厚生労働省内に「運動器疾患対策室」を設け、運動器疾患・障害に特化した総

合的研究事業を実施すべきである。 

 

(4) 運動器の健康の指導を実践する人材の育成につとめるべきである 

国は、指導を実践する人材の候補となる医師、看護師、理学療法士、保健師、養護教

員などに対する運動器教育を充実し、人材の育成につとめるべきである。 
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(5) 運動器検診に関するエビデンスを構築し、その実現を目指すべきである 

国および地方自治体は、運動器検診の実現を目指すべきである。 

 

(6) 運動器障害者（肢体不自由者）の身体活動低下に起因する健康障害の予防をはかる

べきである 

国は、運動器障害者の身体活動低下による健康障害の予防体制を構築すべきである。 
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１ はじめに 

 

我が国は平均寿命が男性79.94歳、女性86.41歳で[1]、世界一の長寿国である。一方、

出生数は減少し続けており、15歳未満の小児人口は1,644万人、12.9％で（2013年）、世

界最低の水準にある。その結果、総人口は２年連続減少し、高齢者人口3,163万人、高齢

化率24.8％という超少子高齢社会となっている[2]。この傾向は今後も更に進み、2050年

頃に高齢者の比率が40％に達すると推測されている。その上、核家族化も進み、2012年時

の調査では高齢者世帯数が1,024万世帯（全世帯の21.3％）と急増している[3]。 

この社会の高齢化により、我が国では政治・経済から医学・医療、更に人の生き方にま

でパラダイムシフトが生じている。医療の面では疾病構造の変化とともに、慢性疾患が増

加し、人はある程度、疾病・障害 1 と向き合って生きていく時代を迎えている。かつての

人生50年の時代から人生90年の時代に向っており、健康面に支障がなく日常生活を送れ

る期間、健康寿命の概念が重要になっている。 

我が国の健康寿命（2011年）は男性が70.42歳、女性が73.62歳で、平均寿命と男性で

９年、女性で12年以上の差があり[4]、これは決して短くない期間である。健康寿命の延

伸を阻害する要因として運動器の障害があり、要介護の原因でみると関節痛が10.9％、転

倒・骨折が10.2％など、運動器障害がその原因の２割強を占めている[5]。 

運動器障害の重要性は世界的にも注目されている。世界 187 カ国を対象にした 20 年

（1990～2010年）にわたる大規模な健康関連調査の報告「The Global Burden of Disease 

Study 2010」 [6]によると、世界中の運動器障害者数は17億 7800万人と推定される。ま

た、健康への障害を生じている年数「障害生存年数=Years Lived with Disability<YLD>」

全体に占める割合は、運動器の障害が精神・行動障害（22.7％）に次いで高値(21.3％)と

なっている。運動器障害は世界的にみても健康維持・増進に対する大きな阻害要因である。 

運動器疾患は、腰や膝などの機能障害と痛みで発症することが多く、健康に関する厚生

労働省の国民生活基礎調査でも、男女とも腰痛や肩こり、関節痛などの運動器障害が自覚

症状の上位を占める[5]。運動器疾患の病理変化は40歳台からすでに始まっており[7]、50

歳台以降に顕在化し、急増する [8]。そして、要介護状態をきたす大きな要因となる。す

なわち、運動器疾患による障害、健康寿命の阻害という事態は、高齢社会の到来により明

らかになった新しい課題である。疾患としては膝や股関節の変形性関節症、頚椎や腰椎の

変形性脊椎症 2、骨粗鬆症と易転倒性が関係する大腿骨近位部の骨折が多い [9]。その他、

近年ではサルコペニア 3の関与も重要である。 

人口の高齢化は、介護保険、医療保険にも大きな影響を及ぼしている。介護保険制度が

2000年に開始されたが、要支援・要介護認定者数は年々増加し、2013年２月現在で557.4

万人と急増し、介護保険の総費用は９兆円に達しようとしている。その原因として運動器

障害が重要な位置にあることは先に述べたとおりである。一般の国民医療費（2010年）に

ついても、筋骨格系及び結合組織の疾患が全医療費の7.4％（2兆263億円）を占め、循環

器系疾患、新生物、呼吸器系疾患に続いて４番目である[10]。運動器疾患・障害を減らす

ことは介護費及び医療費の削減につながる可能性がある。 
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この状況の中で、国は2013年度からの新たな「健康日本21(第二次)」4の中心的テーマ

に健康寿命の延伸を掲げ、その数値目標の中に運動器及び運動器疾患に関連する項目を複

数含めている[11]。国および運動器の健康に携わる各領域は、一致してこの課題に取り組

み、国民が安心して豊かに暮らせるよう、科学的根拠のもとに運動器の健康づくりに貢献

する必要がある。運動器が健康で、人が“動ける”ことは人の「意思の表現」であり、そ

の「尊厳」と「自立」の基盤である。人が生涯にわたり自分の意思で身体を動かせること

は、人々が未来に明るい希望を持てる社会の実現に貢献する。 

運動器の健康への対策は子どもから高齢者まで、あらゆるライフステージで重要である。

子どもに関しては、第20期および第21期の日本学術会議健康・生活科学委員会－健康・

スポーツ科学分科会が、子どもの身体活動を活発にする方策を継続的に検討し、第20期提

言「子どもを元気にするための運動・スポーツ推進体制の整備」（平成20年 8月 28日）[12]

ならびに第21期提言「子どもを元気にする運動・スポーツの適正実施のための基本指針」

（平成23年 8月16日）[13]として公表している。ここでは、特に喫緊の課題となってい

る中高年者における運動器の問題、課題を取り上げ、その解決に向けて本分科会で検討し

た結果に基づき、以下に提言として記載する。 
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２ 我が国の医学・医療における運動器の現状と課題 

 

(1)  運動器の健康に関する社会の認識 

運動器の健康の重要性について社会の理解は十分ではない。例えば、一般生活者に対

する意識調査によると、人々は寝たきりや要介護に不安を感じているものの、その原因

としての運動器疾患の認知度は低い[14]。 

身体の健康に対する知識は人生の早い時期から教育される必要があるが、例えば文部

科学省の学習指導要領の中にも運動器の健康は取り上げられていない。健康施策につい

ても、ロコモティブシンドローム（運動器症候群、ロコモ）5が「健康日本21（第二次）」

の中で取り上げられているが、その認知率は17.3％にとどまっている[15]。また、市区

町村が実施する骨粗鬆症検診の受診者数も全国で約28万人と低い状況にある[16]。 

高齢者人口が全人口に対して21％を超えた超高齢社会では、多くの人が運動器を90

年間使用し続ける必要があり、人生の後半に運動器障害に遭遇しその対策が必要となる。

しかし、その認識が社会全体に不足している。 

 

(2)  運動器学の現状 

運動器学の現状についてみると、例えば日本整形外科学会の学術総会では毎年およそ

1000題の、基礎学術集会では600題の研究業績の発表が活発に行われている。国の先進

的な医療技術である先進医療制度でみても、硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治

療、骨移動術による関節温存型再建など、現在（2013年 10月）11種の新たな治療法の

臨床開発が進行中である[17]。基礎研究でもiPS細胞を利用した軟骨再生や脊髄再生へ

の取り組みが行われている。 

一方、人口の高齢化が運動器に及ぼす影響については、その重要性が表面化したのは

寿命が急激に伸びたこの 30 年のことで、その取り組みは始まったばかりである。日本

整形外科学会による運動器疾患実態調査や、移動機能低下の予防対策としてのロコモの

提案、あるいは疾患有病率や要介護リスク因子としての運動機能に関する疫学研究など

があるが、課題は多い。例えば、高齢者についてはこれまで運動不足の側面が指摘され

てきたが、中高年者ではすでに運動器の変性が始まっている人が多いことが明らかにな

り、運動器への過剰負荷も危惧されてきている。「健康づくりのための身体活動指針2013」

[18]でも、高齢者については身体活動量とロコモ・認知症発症の相対危険度との間には、

ある程度までは身体活動量の増加に伴い相対危険度は低下するが、さらに身体活動量が

増加すると相対危険度を下げる効果がかえって弱まるという関係が見られている[19]。 

今後、我が国のニーズにあったライフステージごとの新しい評価法や治療法、予防法

などに関するエビデンスが必要であるが、不足している。運動器に関する包括的研究が

必要である。 

 

 (3)  運動器の健康に関する研究支援 

超高齢社会における健康立国日本を構築するためには、その基盤をなす医学研究の推
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進が必須であり、科学力によって健康寿命の延伸に取り組む必要がある。国家的課題で

あり、その実現には国としての対策が重要である。 

国はこれまで重要な医学研究の取り組みについて、例えば生活習慣病やがんについて

はその対策を「健康日本21」などの国民運動の中に位置付け、国として対策室を設置し

総合的な研究支援事業を実施してきている。 

運動器疾患・障害対策については「健康日本21(第二次)」でロコモの認知度向上など

を課題として取り上げているが、運動器に特化した対策室の設置や総合的研究事業は実

施されてはいない。このため運動器障害に関する特に疫学調査や介入研究などが不十分

な状況にある。 

 

(4)  運動器の健康の維持・増進に向けた人材育成 

超高齢社会においては運動器疾患・障害への新しい取り組みが必要である。このこと

は、運動器疾患・障害が要介護の原因の２割強を占める[5] ことからも明らかである。 

運動器疾患・障害の改善と予防には、運動療法が有効である。例えば、変形性膝関節

症に対する筋力強化や有酸素運動 [20] [21]、骨密度低下に対する運動療法 [22] [23]、

骨粗鬆症関連の脊椎圧迫骨折に対する体幹の筋力や安定性の向上 [24]などの有効性が

知られている。また、ストレッチング、有酸素性運動、レジスタンス運動などを組み合

わせた複合的トレーニングによる転倒の減少、中強度以上のレジスタンス運動による骨

格筋量や筋力の増加、十分量の運動による高齢者の関節痛の軽減[25]-[28]などの報告

もある。 

運動療法はしかし、対象者の状態に応じて適切に指導する必要がある。特に中高年者

では運動器の変性がすでに始まっている人が多いことから注意が要る。不適切な指導は

効果がないばかりか、運動器障害を惹起あるいは悪化させる可能性もある[24]。また、

虚血性心疾患や糖尿病など合併症を持つ人に対する安全性への配慮も欠かせない。した

がって実践にあたっての指導者が必要であり、その人材としては運動器に関する医学的

知識を持つ医師、看護師、理学療法士、保健師、養護教員、健康運動指導士、健康運動

実践指導者などの専門職が望ましい。 

しかし、これらの専門職の養成教育や資格試験における運動器の扱いは十分とはいえ

ない。医師国家試験（2010 年第 104 回、2011 年第 105 回）における整形外科関係の問

題数は全500問中12問にとどまる。看護師教育でも運動器の障害は、専門分野Ⅱの「成

人看護学」、「老年看護学」の一部で扱われているにすぎず、看護師、保健師の教育カリ

キュラムにも「運動器学」などの用語は含まれていない。健康運動指導士や健康運動実

践指導者は健康づくりのための運動指導の知識・技能があり、健康づくりの指導を行う

人材の候補であるが、生活習慣病の予防が主な業務となっており、加齢に伴う運動器障

害に関する教育は近年加わったばかりである。 

高齢化が進む日本において、運動器の健康に取り組む指導者の需要は今後ますます増

えると予測されるが、必要な人材が不足している。 
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(5)  運動器の健康の維持・増進に向けた検診体制 

検診を行い、疾患を早期に発見し介入するためには、一般に、有病率が高いこと、慢

性の経過であること、治療介入が可能であることが要件である。主要な運動器変性疾患

の有病率は、変形性膝関節症が60歳代女性でおよそ60％、変形性腰椎症が60歳代男性

で約70％、骨粗鬆症が70歳代女性で約40％と、非常に高い[29]。これらは中年期には

すでに始まっており、徐々に慢性に進行し、高齢になり顕在化する [8][29]。また、介

入法として運動療法が効果的であることも知られている[20]～[25] [30]。したがって

運動器疾患は検診が有効であるための基本的要件を満たしている。 

検診を実施するにあたっては、簡便なスクリーニングツールが利用可能であることが

重要な点である。現状の運動器の健康のチェック法としては、介護予防事業に２次予防

事業対象者把握のためのチェックリストの運動器の項目があるが、２次予防事業への参

加者自体が非常に少ないという課題がある[31]。新たなツールの開発などの改善策を講

じる必要がある。 

その他、介入時期や介入の程度などについて実際に検診を実施するためのエビデンス

が必要であるが、十分ではない。 

 

 (6) 運動器障害者（肢体不自由者）の身体活動低下に起因する健康障害 

日本では身体障害 6のある人の数が増加している。2006 年厚生労働省「身体障害児・

者実態調査」によると、18 歳以上の肢体不自由者の数は 176 万人で、このうち 65 歳以

上の高齢者は107.7万人（肢体不自由者の61.2%）であり、10年前（1996年）の高齢者

比率（同 52.1%）に比べて大きく増えている[32]。この理由には日本の人口全体の高齢

化、加齢に伴う身体障害の発生、合併症管理の向上による身体障害者の寿命延長などが

関係していると考えられる。 

運動器障害者は「活動の制限」と「参加の制約」によって生活活動や運動が制限され、

身体活動 7 の量が低下しやすい。この慢性的な身体活動量の低下は、肥満、メタボなど

の健康障害を引き起こす。例として脊髄損傷患者における肥満や異常コレステロール値

が関係する心血管代謝疾患の高いリスク[33]や、外傷による下肢切断者での心血管系疾

患による高い死亡率 [34]が知られている。また、小児期から運動器を含む障害がある

筋ジストロフィーや二分脊椎でも、補装具や車椅子などを使用することが多く、身体活

動が低下し、エネルギー消費が減少することで肥満の合併が多くなっている。しかし、

このような運動器障害者の二次的な健康障害については、海外から脊髄損傷患者に関す

る報告 [35] はあるが、十分なエビデンスに基づく系統的な取り組みは行われていない。 

折しも日本では 2020 年東京パラリンピック開催に向け、障害者スポーツへの関心が

高まっている。運動器障害者における身体活動低下による健康障害を広く周知し、これ

を予防する体制を構築する絶好の機会である。 

この取り組みが効果を上げれば、肢体不自由以外の身体障害者、知的障害者、精神障

害者の身体活動低下による健康障害の予防にも役立つことが期待される。すなわち、心

臓、呼吸器、腎臓などの内部障害者では身体活動量が明らかに低下する。また高齢視覚
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障害者は身体活動を避ける傾向があり、身体機能の低下から転倒リスクが高くなるとの

報告がある[36]。知的障害者においても肥満リスクは高く、心血管系、呼吸器系、代謝

疾患につながっている[37]。うつ病も肥満の合併が多く[38]、統合失調症ではメタボに

よる心血管系イベントとそれに伴う死亡リスクが高い[39]などの報告もある。しかし、

これら他の障害での取り組みは、知的障害について報告[40]がある程度で、遅れている。

運動器障害者に対する取り組みのシステムができれば、これをほかの障害に応用できる

可能性がある。 
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３ 提言 

 

(1)  運動器の健康の重要性に関する社会への啓発活動をすすめるべきである 

運動器の健康の重要性に関する社会の認識が低い。国は、国民一人ひとりに運動器の

健康の重要性を啓発し、人々の行動変容を促すための施策を講じる必要がある。 

 

(2)  運動器学に関する学問の推進をはかるべきである 

運動器の機能を維持することの重要性は、超高齢社会を迎えて明らかになった新しい

課題である。運動器に関する包括的研究が重要である。 

研究者は、包括的研究を推進するために、医学、薬学、看護学、スポーツ科学、栄養

学、疫学などの広範な連携によって運動器学を確立していく必要がある。 

 

(3)  健康寿命の延伸に向けた運動器学の総合的研究支援体制を構築すべきである 

超高齢社会において、国民が健康で明るく元気に生活できる社会を構築するには、運

動器の健康は必須の要件である。 

国は、厚生労働省内に「運動器疾患対策室」を設け、運動器疾患・障害に特化した総

合的研究事業を実施すべきである。また、新たにスタートする「独立行政法人日本医療

研究開発機構」構想にも「運動器研究分野」を設け、今後の健康立国日本の実現に向け

て重点的に取り組む必要がある。 

 

(4)  運動器の健康の指導を実践する人材の育成につとめるべきである 

高齢化が進む日本において、運動器の健康に有効な運動療法を適切に指導する人材が

必要である。国は、指導を実践する人材の候補となる医師、看護師、理学療法士、保健

師、養護教員、健康運動指導士、健康運動実践指導者などに対する運動器教育を充実し、

人材の育成につとめるべきである。 

 

(5)  運動器検診に関するエビデンスを構築し、その実現を目指すべきである 

運動器疾患・障害に対する効果的な検診の実現に向けて、国および地方自治体は、実

施方法、予測される効果などについてのエビデンスを蓄積し、運動器検診の実現を目指

すべきである。 

 

(6)  運動器障害者（肢体不自由者）の身体活動低下に起因する健康障害の予防をはかる

べきである 

運動器障害者は生活活動・運動が制限され、身体活動量が低下し、メタボ、肥満など

の健康障害を引き起こすことが多い。国は、運動器障害者の身体活動低下による健康障

害を予防するための体制を構築すべきである。これには、障害者の健康チェック体制の

整備、健診施設・医療施設のバリアフリー化の推進、障害者を対象とした運動･スポー

ツ指導者の能力開発、運動施設へのアクセスの改善などが含まれるべきである。 
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＜用語の説明＞ 

 

１ 障害 

障害とは、国際生活機能分類では機能障害（構造障害を含む）、活動制限、参加制約の

全てを含む包括用語として用いられているが、本提言の文中にある「障害」は、主に機能

障害を指し、一部はそれに伴う活動制限を含んでいる。 

 

２ 変形性関節症、変形性脊椎症 

骨格の骨と骨を連結する部分には、手足の関節には関節軟骨が、背骨では椎間板があり、

身体の曲がりを可能にしている。関節軟骨と椎間板の組成には組織内に血行がないことな

ど共通点があり、変性をうけやすい。変性をうけた状態がそれぞれ変形性関節症、変形性

脊椎症である。 

 

３ サルコペニア 

1989年にRosenberg によって提唱された用語で「加齢による筋肉量減少」を意味する。 

 

４ 「健康日本21（第二次）」 

国民の健康増進を総合的に推進するための基本的な事項を示した厚生労働省の方針で、

2013年度から2022年度の10年間に実施される。 

 

５ ロコモティブシンドローム（運動器症候群） 

運動器の障害によって立つ、歩くなどの移動機能が低下した状態をいう。進行すると介

護が必要になるリスクが高くなる。 

 

６ 身体障害 

身体障害には、肢体不自由、視覚障害、聴覚・平衡機能障害、音声機能・言語機能・そ

しゃく機能障害のほか、心臓・腎臓・呼吸器などの内部障害がある。 

 

７ 身体活動、運動、生活活動 

身体活動は安静にしている状態より多いエネルギーを消費するすべての身体の動きを

いう。このうち、体力の維持・向上を目的として計画的・意図的に実施するものを運動と

いい、運動以外のものを生活活動という。 
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＜参考資料１＞ 

臨床医学委員会運動器分科会審議経過 

 

平成23年 

   11月 16日  日本学術会議幹事会（第140回） 

臨床医学委員会運動器分科会設置、委員決定 

平成24年 

 １月27 日  日本学術会議幹事会（第144回） 

委員追加 

   ３月21日  分科会（第１回） 

役員の選出、今後の進め方についての審議 

   ５月 ９日  分科会（第２回） 

２名の参考人の講演及び意見交換、提言の方向性および作業の役割分

担について 

   ７月 ４日   分科会（第３回） 

２名の参考人の講演及び意見交換、提言作成についての議論 

   ９月 ５日   分科会（第４回） 

２名の参考人の講演及び意見交換、提言作成についての議論 

  11月 14日   分科会（第５回） 

２名の参考人の講演及び意見交換、提言作成についての議論 

平成25年 

   ２月 ６日   分科会（第６回） 

提言案の検討 

   ５月 ８日   分科会（第７回） 

提言案の検討 

   ７月17日   分科会（第８回） 

提言案の内容の検討 

   ９月18日   分科会（第９回） 

提言案の検討 

12月 11日   分科会（第10回） 

提言内容の検討 

平成26年 

   ２月12日   分科会（第11回） 

提言案について 

 

   6月 27 日   日本学術会議幹事会（第195回） 

臨床医学委員会運動器分科会提言「高齢化社会における運動器の健康

－健康寿命延伸に向けて－」について承認 
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＜参考資料2＞ 

 

開催シンポジウム 

 

１．「エクササイズガイド2011を考える」 

共 催：日本臨床スポーツ医学会 

日 時：平成24年 11月 4日（日） 

場 所：新横浜プリンスホテル 

 

２．「アンチエイジングのためのスポーツ」 

共 催：日本整形外科スポーツ医学会 

日 時：平成25年 9月 13日（金） 

場 所：ウインク愛知 愛知県産業労働センター 

 

３．「肢体不自由者の運動と健康」 

共 催：体力医学会 

日 時：平成25年 9月 23日（月） 

場 所：日本教育会館Ａ会場 

 

４．「超高齢社会における運動器の重要性」 

共 催：日本公衆衛生学会 

日 時：平成25年 10月 24日（木） 

場 所：三重県総合文化センター 

 

５．「ロコモティブシンドロームの予防と治療－軟骨障害から変形性関節症－」 
共 催：日本関節鏡・膝・スポーツ整形外科学会 

日 時：平成26年 7月 27日（日） 

場 所：中国新聞大ホール（広島市） 

 


